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海溝型巨大地震が発生 した場合,臨 海部埋立地では液状化現象の発生が想定 される.これに起因 して
タンク類に傾斜や不同沈下が生 じるとともに,長周期地震動によるスロッシング現象によるタンクの損
傷 と内容液の漏洩 ・火災といった被害が懸念 されている.本研究は,液状化地盤に立地するタンク基礎
が地震時に想定 される沈下量の予測評価に関して,地震動の継続時間の影響 と,内容液のスロッシング
現象 の影響を研究 したものであ り,全7章 よ りなる.
第1章 は,タ ンク基礎の沈下評価 に関する従来の研究,技 術動向を整理 している.
第2章 は,タ ンク直下地盤の応力状態,す なわち初期せん断応力作用下の土要素が非排水繰返 しせん
断 を受けた場合の軸圧縮変形特性 を要素試験か ら検討 している.軸 差応力が作用 し,かつ,側 方に膨張
しなが ら圧 縮する変形モー ドは,繰 返 しによ り硬化挙動 を示す場合 と軟化挙動を示す場合があること,
また,相 対密度が大きいほ ど,初期有効拘束圧が大きいほど異方応力状態の土要素は軸圧縮変形 しに く
いことを明 らかに している.
第3章 では,2章 で示 した土要素の軸ひずみ発達特性 に加 えて,非 排水せん断後の排水沈下特性 も表
現できる構成モデルを構築 している.中 空ね じり試験の要素解析において,側 方土圧係数の違いによる
ひずみの発達特性が異なる現象を表現す ることに成功 している.
第4章 では,液 状化地盤におけるタンク基礎 の沈下に及ぼす入力地震動継続時間の影響を遠心模型実
験か ら検討 している.そ の結果,最 大加速度 よりもむ しろ地震動継続時間が沈下量に及ぼす影響が大き
いこと,タ ンクの接地圧が大きいほ うが絶対沈下量,不 同沈下量ともに大きくなることを明らか してい
る.ま た,タ ンクの沈下モー ドとして,加 振中に発生す るシェイクダウンモー ドと,過剰間隙水圧の消
散に伴 う再圧密沈下モー ドを確認 し,前者の沈下量が60%～70%程度,後 者 の沈下モー ドの沈下量が
30%～40%であることも明 らかに している.
第5章 では,内 溶液のスロッシングを想定 した遠心震動実験お よび室内要素試験結果から,ス ロッシ
ングの影響 を検討 している,そ の結果,ス ロッシング荷重で蓄積する土要素の鉛直ひずみは,せ ん断応
力履歴での蓄積 量 と比較 して10%～20%程度であ り,総沈下量に占める影響はそれほ ど大きくないこと
を明 らかに している.
第6章 では,上 記の知見を反映 させた有効応力解析 コー ドを用いて液状化地盤における実タンク沈下
量の予測解析 を実施 し,タンク基礎の沈下に対する地震動の継続時間,ス ロッシング荷重,タ ンクの規
模お よび液状化地盤 の層厚の影響について総合的に検討 している.解析結果か ら,液状化層厚が大きい
ほど沈下量 は増加すること,群設タンクでは単設 タンクに比べて沈下量が小 さくなることな どを明 らか
にし,同 手法の定量的な沈下量評価への適用性 を実証 している.
第7章 は,本 研究の結論および今後の展望について述べている.
以上,本 論文はタンク基礎地盤が液状化 した場合のタンクの沈下問題にっいてのこれ までにない系統
的な実験を実施 し,そ のメカニズムを明 らかにす るとともに,それ を評価す る解析手法の妥当性 を吟味
したものである.本 研究の成果は,地 盤地震工学,土 質動力学の発展に寄与す るところが少な くない.
よって,本 論文は博士(工学)の学位論文 として合格 と認める.
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